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（鳥獣保護管理事業計画）  

第四条第四条第四条第四条  都道府県知事は、基本指針に即して、当該都道府県知事が行う鳥獣保護管理

事業の実施に関する計画（以下「鳥獣保護管理事業計画」という。）を定めるものとす

る。  

２２２２     鳥獣保護管理事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一一一一     鳥獣保護管理事業計画の計画期間 

二二二二     第二十八条第一項の規定により都道府県知事が指定する鳥獣保護区、第二十九

条第一項に規定する特別保護地区及び第三十四条第一項に規定する休猟区に関

する事項  

三三三三     鳥獣の人工増殖（人工的な方法により鳥獣を増殖させることをいう。以下同じ。）

及び放鳥獣（鳥獣の保護のためにその生息地に当該鳥獣を解放することをいう。以

下同じ。）に関する事項  

四四四四     第九条第一項の許可（鳥獣の管理の目的に係るものに限る。）に関する事項  

五五五五     第三十五条第一項に規定する特定猟具使用禁止区域及び特定猟具使用制限区

域並びに第六十八条第一項に規定する猟区に関する事項  

六六六六     第七条第一項に規定する第一種特定鳥獣保護計画を作成する場合においては、

その作成に関する事項  

七七七七     第七条の二第一項に規定する第二種特定鳥獣管理計画を作成する場合におい

ては、その作成に関する事項  

八八八八     鳥獣の生息の状況の調査に関する事項  

九九九九     鳥獣保護管理事業の実施体制に関する事項  

３３３３     鳥獣保護管理事業計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、鳥獣保護管理

事業に関する普及啓発に関する事項その他鳥獣保護管理事業を実施するために必要

な事項を定めるよう努めるものとする。  

４４４４     都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条の規定

により置かれる審議会その他の合議制の機関（以下「合議制機関」という。）の意見を

聴かなければならない。  

５５５５     都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞

なく、これを公表するよう努めるとともに、環境大臣に報告しなければならない。  

 

   （対象狩猟鳥獣の捕獲等の禁止又は制限）  

第十二条第十二条第十二条第十二条  環境大臣は、国際的又は全国的に特に保護を図る必要があると認める対象

狩猟鳥獣がある場合には、次に掲げる禁止又は制限をすることができる。  

一一一一     区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等を禁止すること。  

二二二二     区域又は期間を定めて当該対象狩猟鳥獣の捕獲等の数を制限すること。  

三三三三     当該対象狩猟鳥獣の保護に支障を及ぼすものとして禁止すべき猟法を定めて

これにより捕獲等をすることを禁止すること。  

２２２２     都道府県知事は、当該都道府県の区域内において特に保護を図る必要があると認

める対象狩猟鳥獣がある場合には、前項の禁止又は制限に加え、同項各号に掲げる

禁止又は制限をすることができる。  

３３３３     前二項の場合において、第一項第二号に掲げる制限をするために必要があると認

められるときは、環境大臣又は都道府県知事は、当該対象狩猟鳥獣の捕獲等につき

あらかじめ承認を受けるべき旨の制限をすることができる。  

４４４４     都道府県知事は、第二項の禁止若しくは制限若しくは前項の制限をし、又はこれらを

変更しようとするときは、環境大臣に届け出なければならない。  

５５５５     第九条第一項の許可を受けた者又は従事者は、第一項若しくは第二項の規定によ

る禁止若しくは制限又は第三項の規定による制限にかかわらず、当該許可に係る捕

獲等をすることができる。  

６６６６     第二条第十項の規定は第一項の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定に

より環境大臣がする制限について、第四条第四項及び第七条第五項の規定は第二項

の規定による禁止若しくは制限又は第三項の規定により都道府県知事がする制限に

ついて準用する。  

 

  （指定猟法禁止区域）  

第十五条第十五条第十五条第十五条  環境大臣又は都道府県知事は、特に必要があると認めるときは、次に掲げ

る区域について、それぞれ鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあると認める

猟法（以下「指定猟法」という。）を定め、指定猟法により鳥獣の捕獲等をすることを禁

止する区域を指定猟法禁止区域として指定することができる。  

一一一一     環境大臣にあっては、国際的又は全国的な鳥獣の保護のため必要な区域  

二二二二     都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内の鳥獣の保護のため必要

な区域であって、前号に掲げる区域以外の区域  

２２２２     環境大臣又は都道府県知事は、前項の規定による指定をするときは、その旨並び

にその名称、区域及び存続期間を公示しなければならない。  

３３３３     第一項の規定による指定は、前項の規定による公示によってその効力を生ずる。  

４４４４     指定猟法禁止区域内においては、指定猟法により鳥獣の捕獲等をしてはならない。

ただし、環境大臣又は都道府県知事の許可を受けて当該許可に係る捕獲等をする場

合は、この限りでない。  

５５５５     環境大臣又は都道府県知事は、第十一項において準用する第九条第二項の申請が

あったときは、当該申請に係る捕獲等が指定猟法による捕獲等によって鳥獣の保護に

支障を及ぼすおそれがある場合を除き、前項ただし書の許可をしなければならない。  

６６６６     環境大臣又は都道府県知事は、第四項ただし書の許可をする場合において、鳥獣

の保護のため必要があると認めるときは、その許可に条件を付することができる。  

７７７７     第四項ただし書の許可を受けた者は、その者が第十一項において読み替えて準用

する第九条第七項の指定猟法許可証（以下単に「指定猟法許可証」という。）を亡失し、

又は指定猟法許可証が滅失したときは、環境省令で定めるところにより、環境大臣又

は都道府県知事に申請をして、指定猟法許可証の再交付を受けることができる。  
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８８８８     第四項ただし書の許可を受けた者は、指定猟法により鳥獣の捕獲等をするときは、

指定猟法許可証を携帯し、国又は地方公共団体の職員、警察官その他関係者から提

示を求められたときは、これを提示しなければならない。  

９９９９     第四項ただし書の許可を受けた者は、次の各号のいずれかに該当することとなった

場合は、環境省令で定めるところにより、指定猟法許可証（第三号の場合にあっては、

発見し、又は回復した指定猟法許可証）を、環境大臣又は都道府県知事に返納しなけ

ればならない。  

一一一一     第十一項において読み替えて準用する第十条第二項の規定により許可が取り

消されたとき。  

二二二二     第十一項において準用する第九条第四項の規定により定められた有効期間が

満了したとき。  

三三三三     第七項の規定により指定猟法許可証の再交付を受けた後において亡失した指定

猟法許可証を発見し、又は回復したとき。  

１０１０１０１０     環境大臣又は都道府県知事は、第四項の規定に違反し、又は第六項の規定により

付された条件に違反した者に対し、鳥獣の保護のため必要があると認めるときは、当

該違反に係る鳥獣を解放することその他の必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。  

１１１１１１１１     第九条第二項、第四項及び第七項の規定は第四項ただし書の許可について、第

十条第二項の規定は第四項ただし書の許可を受けた者について準用する。この場合

において、第九条第七項中「許可証」とあるのは「指定猟法許可証」と、第十条第二項

中「前項各号に掲げる」とあるのは「第十五条第十項に規定する」と読み替えるものと

する。  

１２１２１２１２     第一項の規定により都道府県知事が指定する指定猟法禁止区域の全部又は一部

について同項の規定により環境大臣が指定する指定猟法禁止区域が指定されたとき

は、当該都道府県知事が指定する当該指定猟法禁止区域は、第二項及び第三項の規

定にかかわらず、それぞれ、その指定が解除され、又は環境大臣が指定する当該指

定猟法禁止区域と重複する区域以外の区域に変更されたものとみなす。  

１３１３１３１３     環境大臣又は都道府県知事は、指定猟法禁止区域の指定をしたときは、当該指定

猟法禁止区域の区域内にこれを表示する標識を設置しなければならない。  

１４１４１４１４     前項の標識に関し必要な事項は、環境省令で定める。ただし、都道府県知事が設

置する標識の寸法は、この項本文の環境省令の定めるところを参酌して、都道府県の

条例で定める。  

 

   （鳥獣保護区）  

第二十八条第二十八条第二十八条第二十八条  環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の種類その他鳥獣の生息の状況を

勘案して当該鳥獣の保護を図るため特に必要があると認めるときは、それぞれ次に

掲げる区域を鳥獣保護区として指定することができる。  

一一一一     環境大臣にあっては、国際的又は全国的な鳥獣の保護のため重要と認める区域  

二二二二     都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内の鳥獣の保護のため重要と認

める区域であって、前号に掲げる区域以外の区域  

２２２２     前項の規定による指定又はその変更は、鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び

当該鳥獣保護区の保護に関する指針を定めてするものとする。  

３３３３     環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしよ

うとするとき（変更にあっては、鳥獣保護区の区域を拡張するときに限る。次項から第

六項までにおいて同じ。）は、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなければ

ならない。  

４４４４     環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしよ

うとするときは、あらかじめ、環境省令で定めるところにより、その旨を公告し、公告し

た日から起算して十四日（都道府県知事にあっては、その定めるおおむね十四日の期

間）を経過する日までの間、当該鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保

護区の保護に関する指針の案（次項及び第六項において「指針案」という。）を公衆の

縦覧に供しなければならない。  

５５５５     前項の規定による公告があったときは、第一項の規定による指定をし、又はその変

更をしようとする区域の住民及び利害関係人は、前項に規定する期間が経過する日ま

での間に、環境大臣又は都道府県知事に指針案についての意見書を提出することが

できる。  

６６６６     環境大臣又は都道府県知事は、指針案について異議がある旨の前項の意見書の提

出があったとき、その他鳥獣保護区の指定又は変更に関し広く意見を聴く必要がある

と認めるときは、環境大臣にあっては公聴会を開催するものとし、都道府県知事にあ

っては公聴会の開催その他の必要な措置を講ずるものとする。  

７７７７     鳥獣保護区の存続期間は、二十年を超えることができない。ただし、二十年以内の

期間を定めてこれを更新することができる。  

８８８８     環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化に

より第一項の規定による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続

することが適当でないと認めるときは、その指定を解除しなければならない。  

９９９９     第二項並びに第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項の規定は第七項た

だし書の規定による更新について、第三条第三項の規定は第一項の規定により環境

大臣が行う指定及びその変更（鳥獣保護区の区域を拡張するものに限る。）につい

て、第四条第四項及び第十二条第四項の規定は第一項の規定により都道府県知事が

行う指定及びその変更（第四条第四項の場合にあっては、鳥獣保護区の区域を拡張

するものに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項の規

定は第一項の規定による指定及びその変更について準用する。この場合において、

同条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並び

に鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護区の保護に関する指針」と、

同条第三項中「前項の規定による公示」とあるのは「第二十八条第九項において読み

替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるものとする。  

１０１０１０１０     第十二条第四項の規定は第八項の規定により都道府県知事が行う鳥獣保護区の

指定の解除について、第十五条第二項及び第三項の規定は第八項の規定による指定

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（鳥獣保護区指定の届出）  

第三十一条第三十一条第三十一条第三十一条  都道府県知事は、法第二十八条第一項の規定により鳥獣保護区の指定を

しようとする場合は、次に掲げる事項を記載した届出書を環境大臣に提出しなければ

ならない。  

一一一一     鳥獣保護区の名称  

二二二二     鳥獣保護区の区域  

三三三三     鳥獣保護区の区域に編入しようとする土地の地目別面積及び水面の面積  

四四四四     鳥獣保護区の存続期間  

五五五五     第三号の土地及び水面における鳥獣の生息状況  

２２２２     都道府県知事は、鳥獣保護区の区域又は存続期間の変更をしようとする場合はそ

の内容を、鳥獣保護区の指定の解除をしようとする場合はその旨を記載した届出書を

環境大臣に提出しなければならない。  

３３３３     第十一条第二項の規定は、前二項の届出書について準用する。この場合において、

第十一条第二項中「捕獲の禁止等を行う」とあるのは「鳥獣保護区の」と読み替えるも

のとする。  

 

（鳥獣保護区の指定の公告）  

第三十二条第三十二条第三十二条第三十二条  法第二十八条第四項の規定による公告は、次に掲げる事項について行う

ものとする。  

一一一一     鳥獣保護区の名称  

二二二二     鳥獣保護区の区域  

三三三三     鳥獣保護区の存続期間  

四四四四     鳥獣保護区の保護に関する指針の案  

五五五五     前各号に掲げる事項の縦覧場所  

 

（鳥獣保護区の標識）   

第三十三条第三十三条第三十三条第三十三条  法第二十八条第九項において準用する法第十五条第十四項の鳥獣保護

区の標識に関し必要な事項は、様式第八のとおりとする。  
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の解除について準用する。この場合において、同条第二項中「その旨並びにその名

称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨及び解除に係る区域」と、同条第三項中

「前項の規定による公示」とあるのは「第二十八条第十項において読み替えて準用す

る前項の規定による公示」と読み替えるものとする。  

１１１１１１１１     鳥獣保護区の区域内の土地又は木竹に関し、所有権その他の権利を有する者

は、正当な理由がない限り、環境大臣又は都道府県知事が当該土地又は木竹に鳥獣

の生息及び繁殖に必要な営巣、給水、給餌等の施設を設けることを拒んではならな

い。  

 

 （特別保護地区）  

第二十九条第二十九条第二十九条第二十九条  環境大臣又は都道府県知事は、それぞれ鳥獣保護区の区域内で鳥獣の

保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため特に必要があると認める区域を特別保護地

区として指定することができる。  

２２２２     特別保護地区の存続期間は、当該特別保護地区が属する鳥獣保護区の存続期間

の範囲内において環境大臣又は都道府県知事が定める期間とする。  

３３３３     環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化に

より第一項の規定による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続

することが適当でないと認めるときは、その指定を解除しなければならない。  

４４４４     第二項の規定は第一項の規定による指定の変更について、第三条第三項の規定は

第一項の規定により環境大臣が行う指定及びその変更（特別保護地区の区域を拡張

し、又は存続期間を延長するものに限る。）について、第四条第四項及び第十二条第

四項の規定は第一項の規定により都道府県知事が行う指定及びその変更（第四条第

四項の場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張し、又は存続期間を延長するも

のに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項並びに第二

十八条第二項から第六項までの規定は第一項の規定による指定及びその変更（同条

第三項から第六項までの場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張し、又は存続

期間を延長するものに限る。）について準用する。この場合において、第十二条第四

項中「環境大臣に届け出なければ」とあるのは「特別保護地区の存続期間の終了後引

き続き当該特別保護地区の区域と同一の区域を特別保護地区として指定する場合又

は特別保護地区の存続期間を延長する場合にあっては環境大臣に届け出、これら以

外の場合にあっては環境大臣に協議しなければ」と、第十五条第二項中「その旨並び

にその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに特別保護地区の名称、区

域、存続期間及び当該特別保護地区の保護に関する指針」と、同条第三項中「前項の

規定による公示」とあるのは「第二十九条第四項において読み替えて準用する前項の

規定による公示」と読み替えるものとする。  

５５５５     第十二条第四項の規定は第三項の規定により都道府県知事が行う指定の解除につ

いて、第十五条第二項及び第三項の規定は第三項の規定による指定の解除について

準用する。この場合において、第十二条第四項中「届け出なければ」とあるのは「協議

しなければ」と、第十五条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあ

るのは「その旨及び解除に係る区域」と、同条第三項中「前項の規定による公示」とあ

るのは「第二十九条第五項において読み替えて準用する前項の規定による公示」と読

み替えるものとする。  

６６６６     環境大臣は、第四項の規定により読み替えて準用する第十二条第四項の規定によ

る協議を受けた場合（第一項の規定による指定の変更の場合にあっては、特別保護地

区の区域を拡張するときに限る。）は、農林水産大臣に協議しなければならない。  

７７７７     特別保護地区の区域内においては、次に掲げる行為は、第一項の規定により環境

大臣が指定する特別保護地区（以下「国指定特別保護地区」という。）にあっては環境

大臣の、同項の規定により都道府県知事が指定する特別保護地区（以下「都道府県指

定特別保護地区」という。）にあっては都道府県知事の許可を受けなければ、してはな

らない。ただし、鳥獣の保護に支障がないと認められる行為として国指定特別保護地

区にあっては環境大臣が、都道府県指定特別保護地区にあっては都道府県知事がそ

れぞれ定めるものについては、この限りでない。  

一一一一     建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。  

二二二二     水面を埋め立て、又は干拓すること。  

三三三三     木竹を伐採すること。  

四四四四     前三号に掲げるもののほか、国指定特別保護地区にあっては環境大臣が、都道

府県指定特別保護地区にあっては都道府県知事がそれぞれ指定する区域内にお

いて、鳥獣の保護に影響を及ぼすおそれがある行為として政令で定めるものを行う

こと。  

８８８８     前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、国指定特別保護

地区にあっては環境大臣に、都道府県指定特別保護地区にあっては都道府県知事に

それぞれ許可の申請をしなければならない。  

９９９９     環境大臣又は都道府県知事は、前項の許可の申請があったときは、当該申請に係

る行為が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、第七項の許可をしなければな

らない。  

一一一一     当該行為が鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。  

二二二二     当該行為が鳥獣の生息地の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。  

１０１０１０１０     環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため

必要があると認めるときは、第七項の許可に条件を付することができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特別保護地区への準用）  

第三十四条第三十四条第三十四条第三十四条  第十一条第二項、第三十一条第一項及び第二項並びに第三十二条の規

定は、特別保護地区について準用する。この場合において、第十一条第二項中「捕獲

等の禁止等を行う」とあるのは「特別保護地区の」と、同項並びに第三十一条第一項及

び第二項中「届出書」とあるのは「届出書又は協議書」と読み替えるものとする。  

 

（特別保護地区の標識）  

第三十五条第三十五条第三十五条第三十五条  法第二十九条第四項において準用する法第十五条第十四項の特別保護

地区の標識に関し必要な事項は、様式第九のとおりとする。  

 

（特別保護指定区域及び指定期間の指定等の公示）  

第三十六条第三十六条第三十六条第三十六条  環境大臣又は都道府県知事は、法第二十九条第七項第四号の規定に基

づき環境大臣又は都道府県知事が指定する区域（以下「特別保護指定区域」という。）

及び鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行令 （平成十四年政

令第三百九十一号。以下「令」という。）第二条 の規定に基づき環境大臣又は都道府

県知事が指定する期間（以下「指定期間」という。）を指定したときはその区域及び期間

を、当該指定を変更したときは当該変更に係る区域又は期間を、当該指定を解除した

ときはその旨を公示するものとする。  

 

（特別保護指定区域の標識設置）  

第三十七条第三十七条第三十七条第三十七条  環境大臣又は都道府県知事は、特別保護指定区域及び指定期間を指定

をしたときは、当該特別保護指定区域の区域内にこれらを表示する標識を設置しなけ

ればならない。  

２２２２     前項の標識は、様式第十のとおりとする。ただし、都道府県知事が設置する標識の

寸法は、様式第十の定めるところを参酌して、都道府県の条例で定める。  

 

（鳥獣の保護に支障がないと認められる行為）  

第三十八条第三十八条第三十八条第三十八条  法第二十九条第七項の環境大臣の定める鳥獣の保護に支障がないと認

められる行為は、次に掲げる行為とする。  

一一一一     環境大臣が指定する水面以外の水面の埋立て又は干拓で、総面積が一ヘクター

ル以下であるもの  

二二二二     単木択伐、木竹の本数において二十パーセント以下の間伐又は保育のための下

刈り若しくは除伐  

三三三三     次に掲げる工作物の設置 

イイイイ 住宅及びこれに附属する工作物 

ロロロロ ベンチ、くずかご、水槽又は墓碑 

ハハハハ 炭焼小屋、作業小屋又は幕舎 

ニニニニ 自家用水道の送水施設又は自家用発電の送電施設 

ホホホホ その面積が三十平方メートル以内の休憩所又は停留所 

ヘヘヘヘ その高さが五メートル以内の展望台 

トトトト その延長が五百メートル以内の歩道 

チチチチ その高さが三メートル以内であり、かつ、その長さが五メートル以内の公園遊戯

施設 

リリリリ その面積が十五平方メートル以内の公衆便所 

ヌヌヌヌ その高さが五メートル以内であり、かつ、その面積が十五平方メートル以内の仮

工作物 

ルルルル 災害復旧又は人命保護のための緊急を要する応急工作物 

ヲヲヲヲ その延長が五百メートル以内の道路（軌道を含む。）の改修のための工作物 

ワワワワ 自然木を利用した仮設軽索道 

カカカカ 既存工作物に附属する工作物であって、その高さが五メートル以内であり、か

つ、その面積が十五平方メートル以内のもの 

四四四四     令第二条 各号に掲げる行為のうち、次に掲げる行為 

イイイイ 水面の埋立て若しくは干拓、木竹の伐採又は工作物の設置（前三号に掲げるも

の及び法第二十九条第七項の規定による許可を受けて施行するものに限る。）を

施行するために必要な行為 

ロロロロ 道路、鉄道、軌道又は索道の交通の安全を確保するために必要な行為 

ハハハハ 河川法 （昭和三十九年法律第百六十七号）による河川の管理又は砂防法 （明

治三十年法律第二十九号）第二条 の規定により指定された土地、地すべり等防

止法 （昭和三十三年法律第三十号）第三条第一項 の地すべり防止区域、急傾斜

地の崩壊による災害の防止に関する法律 （昭和四十四年法律第五十七号）第三

条第一項 の急傾斜地崩壊危険区域若しくは海岸法 （昭和三十一年法律第百一

号）第三条第一項 の海岸保全区域の管理として行う行為 

ニニニニ 測量法 （昭和二十四年法律第百八十八号）第四条 に規定する基本測量若しく

は同法第五条 に規定する公共測量又は水路業務法 （昭和二十五年法律第百二

号）第六条 に規定する水路測量を行うために必要な行為 

ホホホホ 気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測を行うために必要な行  

    為 

ヘヘヘヘ 海上保安庁が行う海上における法令の励行、海難救助、海洋の汚染の防止、海

上における船舶交通に関する規制、水路、航路標識に関する事務その他海上の
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安全の確保に関する事務に必要な行為 

トトトト 電気通信事業法 （昭和五十九年法律第八十六号）第百二十条第一項 に規定す

る認定電気通信事業者が行う同項 に規定する認定電気通信事業の用に供する

設備、放送法 （昭和二十五年法律第百三十二号）による基幹放送の用に供する

放送設備又は有線テレビジョン放送（有線電気通信設備を用いて行われる同法第

二条第十八号 に規定するテレビジョン放送をいう。）の用に供する放送設備の管

理に必要な行為 

チチチチ 国若しくは地方公共団体の試験研究機関又は大学（学校教育法 （昭和二十二年

法律第二十六号）第一条 に規定する大学及び国立大学法人法 （平成十五年法

律第百十二号）第二条第四項 に定める機関をいう。リにおいて同じ。）の用地内

において、試験研究又は教育若しくは学術研究として行う行為 

リリリリ 国若しくは地方公共団体の試験研究機関若しくは大学又は一般社団法人若しく

は一般財団法人で学術の研究を目的とするものが試験研究又は学術研究として

行う行為（あらかじめ、環境大臣に通知したものに限る。） 

ヌヌヌヌ 森林法 （昭和二十六年法律第二百四十九号）第二十五条第一項 又は第二十五

条の二第一項 若しくは第二項 の保安林の通常の管理行為又は同法第四十一条

第三項 の保安施設地区における森林の造成若しくは維持に必要な行為 

ルルルル 犯罪の予防又は捜査、遭難者の救助その他これに類する行為を行うために必

要な行為 

ヲヲヲヲ 法令に基づく検査、調査その他これに類する行為を行うために必要な行為 

ワワワワ 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為 

 

（特別保護地区における行為の許可申請等）  

第三十九条第三十九条第三十九条第三十九条  法第二十九条第八項の規定による許可の申請は、次に掲げる事項を記載

した申請書を環境大臣又は都道府県知事に提出して行うものとする。  

一一一一     申請者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代

表者の氏名）  

二二二二     行為の種類  

三三三三     行為の目的  

四四四四     行為の場所  

五五五五     行為の場所及びその付近の状況（木竹の伐採にあっては、伐採しようとする木竹

の樹齢、樹種別本数及び材積を含む。）  

六六六六     行為の施行方法（令第二条 各号に掲げる行為にあっては、その行為の方法）  

七七七七     行為の着手及び完了の予定日  

２２２２     水面の埋立て若しくは干拓、木竹の伐採又は工作物の設置に係る前項の申請書に

は、次に掲げる資料を添えなければならない。  

一一一一     行為の場所を明らかにした五万分の一以上の地形図  

二二二二     行為の場所及びその付近の状況を明らかにした天然色写真その他の資料  

三三三三     行為の施行方法を明らかにした図面  

３３３３     環境大臣又は都道府県知事は、第一項の申請者に対し同項の申請書及び前項の資

料のほか必要と認める書類の提出を求めることができる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


